
全体の構成

　　　施設カルテは、公共施設等を26の分野に分けて、それぞれの分野に該当する施設を一覧表にまとめ

　　た公共施設等一覧と、「施設分野の概要」、「施設一覧」、「分野別行政コスト計算書」を記載した分野別

　　総括表、施設ごとの状況を記載した個票（施設カルテ）で構成されています。

【分野別総括表】

　　　「施設分野の概要」及び「施設一覧」は、令和３年度末の時点でのデータを掲載しています。　　

　　　「分野別行政コスト計算書」は、「施設一覧」に記載した施設のうち、令和２年度決算データを基に試行

　　的に取りまとめた施設別行政コスト計算書を作成している施設を対象に集計・作成しています。各項目に

　　ついては、次ページで説明しています。

■　施設分野の概要

■　施設一覧

■　分野別行政コスト計算書

（単位：千円）

※市庁舎における通常の行政事務や、単にその施設を実施場所としている事業に係る収支に
ついては、行政コスト計算書に含んでいません。

合計延床面積 17,113.37
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1．市庁舎

施設コード

　本市の庁舎（いわゆる市役所）は、「田無庁舎・田無第二庁舎」及び「保谷庁舎（防災センター・保谷保健
福祉総合センター）」の二庁舎体制となっています。両庁舎には、福祉の相談や証明書の発行窓口などの
基礎的窓口が配置されています。
　田無庁舎側には、市長室や議場があるほか、企画部、総務部、市民部、子育て支援部、健康福祉部、生
活文化スポーツ部、教育部などの部署が、保谷庁舎側には、総務部危機管理課、健康福祉部健康課、まち
づくり部、都市基盤部などの部署が配置されています。

施設名称
延床面積

（㎡）
掲載

ページ
建築年

健全度
（点）

010101

010102

田無庁舎 11,586.00

田無第二庁舎 3,318.10
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64

100

14,797

　C　財源

010202

010203

田無分庁舎 234.68

保谷東分庁舎 1,332.59

保谷南分庁舎 642.00 2010
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令和２年度

　D　公費負担額（A-B-C） 350,313

施設カルテの見方

　A　経常費用（行政コスト） 365,110

業
務
費
用

　人件費 10,966

　物件費等 344,032

　その他業務費用 10,112

　移転費用

　B　経常収益

施設分野・施設分類・施設番号の

２桁数字を組み合わせて、施設

コードとしています。

後述する個票の見方において、建

物性能の劣化状況評価の項目で説

明しています。

各項目について、次ページで説明

しています。
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■　分野別行政コスト計算書

経常的に発生する費用で、業務費用と移転費用を合計した金額を計上しています。

人件費、物件費等、その他業務費用を合計した金額を計上しています。

人件費
職員の給与や、会計年度任用職員の報酬など、施設を運営・維持管理するために要し
た人件費を計上しています。

物件費等
委託料や需用費（光熱水費や消耗品など）、建物や設備等の機能を維持するために必
要な維持補修費のほか、有形固定資産の減価償却費などを計上しています。

その他業務費用 公債費利子、火災保険料や傷害・賠償保険料などを計上しています。

市が他者に対して交付する助成金や補助金などを計上しています。

経常的に発生する収益で、使用料・手数料や財産収入など、施設の運営によって生じ
る金額を計上しています。

施設に係る分担金及び負担金、国都等補助金を計上しています。

「A　経常費用（行政コスト）」（支出）の金額と、「B　経常収益」及び「C　財源」（収入）の
金額の差から、その施設分野に対して公費で負担している金額を示しています。

　C　財源

　D　公費負担額（A-B-C）

　B　経常収益

※市庁舎、保谷保健福祉総合センター、防災センター、エコプラザ西東京における通常の行政事務や、単にその施
設を実施場所としている事業に係る収支については、行政コスト計算書に含んでいません。

　A　経常費用（行政コスト）

業務費用

移転費用
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【個　票（施設カルテ）】

　　「１.基本情報（『市債の状況』を除く）」から「４.建物性能」については、令和３年度末時点でのデータを基本

　に掲載しています。

　　「５.職員情報」と「６.利用状況」、「１.基本情報」の『市債の状況』については、令和２年度末時点での決算

　データを基本に掲載しています。主な項目①～⑭については、次のページで説明しています。

（令和２年度の職員情報は、保谷庁舎機能の再配置後の情報を記載）

６．利用状況

指標名 単　位

指標① 各種届出件数 件 40,127 40,631 37,845 39,534 市民課における各種届
出件数

平成30年度 令和元年度 令和２年度 3か年平均 備　考

市有 2,894.38 ㎡ 11,586.00 ㎡ 1983 年 38 年

あり

５．職員情報

区　分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 3か年平均 備　考

新耐震 A B C B B 64 あり あり

４．建物性能

番　号 建物名称
耐震

安全性

劣化状況評価 バリアフリー対応

特記事項屋根・
屋上

外壁
内部
仕上

電気
設備

機械
設備

健全度
自動
ドア

エレ
ベータ

多機能
等トイレ

施設概要
市民会議室２室（定員各30名）
駐車場… 利用者用：45台、障害者用：２台、業務用等：68台

２．土地情報

RC 6

容積率 200%・200%

３．建物情報

番　号 建物名称 所有形態 建築面積 延床面積 建築年 経過年数 構造形式
建物階数

用途地域 第２種住居地域・近隣商業地域 建蔽率 60%・80%

21 庁舎

田無第二庁舎、中央図書館・田無公民館及び南町スポーツ・文化交流センター「きらっと」と建築基準法第86条の一団地を形成
しています。

７．特記事項

％ 68.7 81.2 67.4 72.4

指標② 市民会議室利用件数 件 1,042 1,156 778 992

指標③ 市民会議室利用率

内　訳

正規職員数 319 326 324 323

専任（嘱託）職員数 47 61 52 53

補助（臨時）職員数 35 29 40 35

敷地面積 7,697.00 ㎡ 所有形態 市有 筆　数 1

所在地 南町５丁目6-13

職員数（年度当初） 401 416 416 411

1 庁舎

地下地上

設置目的

市の事務、事業の用途に使用し、市民相談や福祉の相談、証明書の発行窓口などが配置さ
れています。
田無庁舎には、市長室や議場があるほか、企画部、総務部、市民部などの部署が配置されて
います。

建設時の補助金 なし

市債の状況 償還なし

設置根拠 西東京市役所の位置を定める条例 避難所 －

併設施設 田無庁舎防災備蓄倉庫

総務部総務課

運営形態 直営 財産区分 行政財産

１．基本情報

施設名称・
施設コード 田無庁舎 【010101】 施設分野 1.市庁舎

施設写真

所管部署
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１.基本情報

施設の所在地、設置根拠、避

難所、併設施設、建設時の補

助金、市債の状況、設置目的、

施設概要等を掲載しています。

２.土地情報

当該施設が立地している敷地

について、面積、所有形態、

用途地域等を掲載しています。

３.建物情報

当該施設が入居している建物

について、所有形態、延床面

積、建築年、構造形式等を掲

載しています。

４.建物性能

当該施設が入居している建物

について、耐震安全性、劣化

状況評価、バリアフリー対応

の状況を掲載しています。

５.職員情報

当該該施で従事している職員

の人数について、過去３年の

実績を掲載しています。

６.利用状況

当該施設の利用者数、利用件

数、利用率等について、過去

３年の実績を掲載しています。

※令和元・２年度は、新型コ

ロナウイルス感染症の影響に

より、例年に比べて利用率が

低い場合があります。
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１.基本情報

①施設分野 施設分野は、「公共施設等総合管理計画」に準じています。
　※一部の施設は施設分野の変更を行っています。

②運営形態 施設の運営形態を「直営」、「委託」、「指定管理者」のいずれかで記載しています。

③避難所 「地域防災計画」での位置づけを記載しています。
○避難所：災害により自宅が倒壊するなど、在宅での生活が困難となった被災者を受け入れるため
の施設
○福祉避難所：一般の避難所での生活が困難な、高齢者や障害者などの要配慮者を受け入れる
ための施設
○一時滞在施設：市外在住者など、災害時に帰宅困難な方を一時的に受け入れるための施設
○土砂災害警戒区域専用避難所：風水害時、土砂災害の発生が懸念される場合に、土砂災害警
戒区域等に住む市民を受け入れるための施設

④併設施設 同一建物等に併設している施設名を記載しています。

⑤建設時の補助
金・市債の状況

建物の建設時に充てた補助金（市町村総合交付金・市町村振興交付金を除く）の有無と、令和２年
度決算における当該施設を対象とした市債の償還状況を記載しています。

⑥施設概要 主に市民の方が利用できる施設（部屋）の内容と、施設に整備された駐車場の台数を記載していま
す。

３.建物情報

⑦番号 固定資産台帳における棟番号を記載しています。（４.建物性能の『番号』も同様）

⑧建築面積・延床
面積

建築面積：建築物の外壁又はそれに代わる柱の中心線で囲まれた部分の水平投影面積
延床面積：建築物の各階の床面積の合計面積
※複合施設（一つの建物に複数種類の施設が存在する施設）の場合は、建物全体の面積のうちそ
の施設が占める部分となります。

⑨経過年数 令和３年12月31日時点での経過年数です。
（計算式：2021－建築年）

⑩構造形式 SRC：鉄骨鉄筋コンクリート造、RC：鉄筋コンクリート造、S：鉄骨造、LS：軽量鉄骨造、B：ブロック造、
W：木造

４.建物性能

⑪耐震安全性 新耐震：新耐震基準（昭和56年６月１日施行）導入以後に建築された建物
耐震済：耐震診断の結果補強が不要な建物、又は、耐震診断を行い必要な耐震補強を実施した建
物
未実施：新耐震、耐震済以外の建物（耐震診断未実施の建物を含む）

⑫劣化状況評価 平成30年度に実施した簡易劣化診断の結果を、屋根・屋上、外壁、内部仕上、電気設備、機械設備
の５つの部位について、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４段階で評価しています。（Ａ：良好～Ｄ：劣化）
また、５つの部位の評価を基に建物の健全度を100点満点で数値化しています。健全度は、数値が
小さいほど劣化が進んでいることを示しています。
なお、令和元～３年度に実施した改修工事等によって劣化状況が改善したものについては、その内
容を反映した評価を記載しています。

⑬バリアフリー対応 自動ドア、エレベータ、多機能等トイレ（車いす使用者用便房、オストメイト用設備、乳幼児連れ用設
備等を備えたトイレ）の設置状況について記載しています。

５．職員情報

⑭専任（嘱託）職員
数、補助（臨時）職
員数

平成30年度・令和元年度は、嘱託職員数及び臨時職員数を記載しています。
令和２年度は、会計年度任用職員制度を導入したことにより、専任職員数及び補助職員数を記載し
ています。
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